











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Ｉ･』...ILPr．･ﾛﾛ., '１ 鞠iH繍爾i露； |鋤織鑑i:》 繊螺識！(螺１|懸蕊
R132-1条１号 ○(～1980年） ○ ○ ● × 
2号 × ○ ○ ● ● 
3号 ○ × ○ ● ○ 
4号 × × ○ ● ● 
5号 × ○ ○ ● ○ 
6号 △ △ △ ● ●○ 
7号 × ○ × ● △ 
8号 × ○ × × ○ 
9号 × × ○ × × 
10号 × × × × × 
11号 × × × × × 
12号 × ○ ○ ● ● 
R13牙2条１号 × △ ○ × × 
2号 × ○ ○ × ○ 
3号’ × △ ○ × ○ 
4号 × × ○ × ○ 
5号 × × ○ × △ 
6号 × × ○ × ○ 
7号 × ○ × × × 
８号 × × × ● × 
9号 × ○ ○ ● ● 
10号 × ○ ○ ● ● 
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表しているので，2008年改正前のフランスの濫用条項規制の状況については同輪文にゆだねるこ
とにし，本稿ではあくまで2008年法改正及び2009年のデクレの紹介・検討を，しかも濫用条項リ
ストの部分に絞って行うことをご了承いただきたい。2008年改正前のフランスの濫用条項規制に
つき，拙稿「不当条項規制の樹造と展開（l～７．完）－フランス法との比較から－」法学協会雑誌
126巻１号１頁，２号356頁，３号627頁，４号862頁，５号955頁，６号1216頁，７号1351頁
（2009年)。
(2)消費者契約における不当条項研究会『消費者契約における不当条項の実態分析」別冊NBL９２
号（商事法務，2004年)。同報告密については，拙稿・前掲注（１）１号91頁以下で鮮細に触れて
いる。
(3)内閣府のインターネットサイトである「消費者の窓」に掲載されている（http://www．
几消賢者契約法評価検討委員会にConsumer・gojp/seisaku/shingikai/hokokusyo/fiIe/s-002pdf
ついても拙稿・前掲注（１）１号９頁の注（７）で説明を加え，参考文献を示しているので参照いた
だければ幸いである。同報告密の２１頁以下で，不当条項リストの追加が提案されており，その際，
追加すべきリストの例として，「解除横・解約桶を制限する条項｣，「専属的裁判管轄条項｣，「仲裁
条項」があげられている。
(4)同報告香21頁以下。消費者契約法に関する研究会についても拙稿・前掲注（１）１号９頁の注
（７）を参照。
(5)この点に付き，民法典レベルでの改正案として不当条項のリスト化を提案するものもある。民
法（侭権法）改正検討委員会編「債権法改正の基本方針」別冊NBL126号（2009年）112頁以下。
もっとも，この提案の検討に当たっては，不当条項のリスト化というミクロレベルでの問題のみな
らず，消費者保護規定を民法典の中に組み込むこと自体の是非，さらには消費者法と民法典の関係
というマクロレベルでの検討が不可欠であることから，ここでは詳細には立ち入らず，他日を期し
たい。
(6)Ｌｏｉｎｏ２００８－７７６ｄｕ４ａｏＣｌｔ２００８ｄｅｍodernisationdel,economie（』.。,loisetd6crets,５
aoOt2008,ｐ､12471兆以下，「2008年法」とする。同法は，中小企業の活性化Ⅲ商事賃貸借の現
代化といった商事法分野から，競争の活性化，事業者間取引に関する規制といった競争法分野，金
融法に関する規制，さらには，本稿が対象としている消費者保護の規定など，実に多槻な分野にわ
たる大規模な法律である。これらすべてを紹介するのは言うまでもなく箪者の能力を超えているた
め，本稿では消費者保護分野の１つをなす濫用条項規制に関する部分のみを紹介するにとどめる。
同法を包括的に扱う特集・鎗文として，LaloidemodemisqtjO〃deJ注o"o、池,ＣJFL2008,,.53,
ｐｐ､２４２ｅｔｓ.;Roussel（F､）ｅｔＭｍｚ（H､)1尺29,世３s”lqloi“‘ｑｏｍ２０”“e叱嗣odemiSq‐
tio〃。ｅノゼ、〃0伽ね,Ｄｒ・etPatro,ｎ.174,2008,ｐｐ､３０ｅｔｓ.；MbdcmjSqtio〃ｌｾﾞCO、加彬…，Contrats
conc・consom・nov､2008,ｐｐ８ｅｔｓ..また，本稿のテーマに深く関係する部分を紹介・検討してお
り，本稿も多くを負っている文献として，Delpech（Ｘ),ＬＭＥ:7℃？&/bﾌﾞ℃cﾌﾞﾘTeｿBZd泌加@ｍ"ｉｓ"2Ｇ座
Ｉw“ＣＯ祁花JesclaWsesab#sitﾉe8,,.2008.2220;Bruschi（Ｍ､)’ＬＭＥα7℃?q/b允諏e"ldelUzPmtec‐
抑〃ｄｅｓｃＤｆ２３０７）ｍｍｌｅｚｕ庵５ｓ`河ｅ灯oi花Ｐｏ２Ｊｒｃ"l7EPｱﾌﾞｓｅｓｂｌｑ"にs…，ＲＬＤＡｎｏｖ､2008.37；Rochf‐
ｅｌｄ（』.),Ｄｗａ７Ｄｉｌｄｅｍｃｍｎｓｏｍｍｌｍ〃“。”ｉｔｄｅｌａ頑gu41mib〃ｄｚｍｍ施膨:ａｅｓｄｍｇＵ７呑企ｓｌｄＳ‐
ＺＢｓａｄＣＪｿmmlo"jmtiOmmjci腕αに,RTDciv､2008.732;Raymond（Ｇ),ＬＭＥ:??lodi/iとｕＺｍ〃“
Ｃｂ`ｅ“ｍｃＤ"so加加atio"，Contratsconc・consom2008,ｃｏｍｍ、214；Ｒｏｍｅ（F､)，αqWses
7２ 
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αbIuSi"esJねｓ舵"UcgImbt4ses…,、2008.2337;Malaurie､Vignal（Ｍ､),ＬｑＬ｣ＭＥαがmzelqlib
e7U膠。ｅ打dgDcinlimTasα"ctjmz"ｅにｄ歯““/ib池sdg7TiﾉｾﾞCat畝Contratsconc・consom、2008,
ｃｏｍｍ，238；Ferrier（、）ｅｔＦｅｒｒ６（,.)，Ｌロア哲/ｂｍｌｅ［ｉ２ｓＰｍｔｉ”CSCO加泥'℃、les（Joi
"q2UD8上7市血jnont2008),、2008.2234;Vilmart（Ch.）etLeguin（E・〕､mlOidemodemiSα‐
tib〃“Ｉ魁ｃＵ"o油ねJ邸"etc"lmiDee"ＣＯ花i"achcJ“”modemjmt2o〃ｄ閲ｄｍｉｔﾉｹﾛ"“ｉｓ“IZzcmzc”
７℃７８Ce,』.Ｃ・Ｐ､2008.6..Ｅ・’1997;MalauTie･Vignal（Ｍ､),Ｌｅ〃ｏＷｕｅｌｍＴｊＣｌｅＬ・狸2イｄｚＣｂ“”ＣＯ而一
腕e極α”0"e-t-iJdcjTo型”』蛇ｓｌｉ腕jlescMa〃dgucimjD〃CO"tねc此Ｃｌ胞?,Contratsconc・consom
2008,nov､2008,ｐｐ,１２ｅｔｓ.；Lagarde（Ｘ､),Obsematね刀ｓｓｗｒｌｅＤｏ蛇lcD？ＴｓｍｍｍｌｉｍｚｄｅｌａｌＯｉｄＣ
ｍｏ“misczjiDﾂﾞ9dcJZco"o湘蛇,ＬＰＡ２３ｆ６ｗ､2009,ｐｐ３ｅｔｓ.;Duraffour（Ｅ),EsfilPossibにα"‐
mdy画瘤陀､”ｍｉ７℃"Ec7ztltJpp'女ｍｌｉｍ血diCmi花ｄｌＨｍｍｃ陞沌α”sがｄｈｍｅｃｌｍ４ｓｅｃｍ"zzctw-
elIe?,RLDAmars200943がある。また，本稿の脱稿直前に公表されたために，本稿では十分に
検討できなかったが，2009年のデクレが公表された日と偶然同じ日（2009年３月２０日）に開催さ
れた，濫用条項委員会30周年を祝う。ロック（LaCommissiondesclausesabusivesen
action:30emeanniversaire）の記録が濫用条項委員会のサイトに褐戦されており（http://www．
この中でも2008年法および2009年デクレについて多clauses-abusives､fr/colloque/index､htm)， 
くの箇所で触れられている（以下，同コロックの報告を引用するときは，報告のタイトルの後ろに
｢insupranote6､colloque」を付ける)。
なお，同法に関する資料等を集約し，また一般人向けのアナウンスを行っている公式サイトとし
て，http://www・modernisationeconomie・fr/がある。
(7)D6cretno2009-302dul8maTs２００９poTtantapplicationdurarticleL､132-ｌｄｕｃｏｄｅｄｅｌａ 
ｃｏｎｓｏｍｍａｔｉｏｎ（１０．，loisetd6crets,２０mars2009,ｐ5030)。以下，「2009年のデクレ」とする。
同デクレを検討したものとして，Nott6（Ｇ),LiStcdesclm4sesQ”siDes（DW920D9L弓3DａＩ８７)wz布
2009)，』.Ｃ・Ｐ.,6..Ｅ2009,,.13,ｐ､３；SauphanorBrouillaud（Ｎ,)，αqwsesamsiDEsJlCsm卿一
pelJesckzluseS《"oi“北！《g流ＳＧＳ):ｄＰｍＰｏｓｄｚ４ｄ此花tα〃１８“応2,9,J.ｃＰ､2009.Actu､168；
Ｕ)lBlfsZe〃oi”ｅｔｌｍｅｌｊＳｔｅｇ１ＦｉＳｅＰｏ”〃"ercom花ｌＢｓｃｍ皿sesQmsiDes,ＩＮＣＨｅｂｄｏ,３０ｍａｒｓａｕ
５avri]2009,ｐ､１；Sauphanor-Brouiuaud（N､),Ｌｅ“pUf“PPUicmio〃ｄｅｌｑ〃ｊＬＭＥｓｌＪｒ嫁clZz‐
ｚ《sesabwsizﾉ℃Ｓ“。？Ｄit､iemco"so沈加atimTaa‘udOP鰭1,ＬEDC,avril2009,ｐ､１；Ｂｅｒｇｅｒ（ＬＪ.)，
２UD9flcd`cプゼ'’０？、"taPPlicDtfo〃ｄｃｍ汀允ＩＣＬ.、2頁Ｉｄｍｃｍｅｄｃｍｃｍｚｓｏ碗７mtjo〃ａｐｏⅢＤｏｉｒ
ａｅｍａ腕i"isjmjim,ｉｎｓｕｐｒａｎｏｔｅ６,colloque．
(8)LoinU78-23dulOjanvier1978surlaprotectionetrinfOrmationdesconsommateursdepro‐ 
duitesetdeservices． 
(9)Decretn･78-464．u24maTsl978portantapplicationduchapitrelVdelaIoin可8-23du
lOjanvierl978suTIaprotectionｅｔｌ，infoTmationdesconsommateursdeproduitsetdeserv‐ 
ices.（Ｊ０.loisetdecrets,lavrill978,ｐ､1412.)。このうち２箇条が，消費法典|日Ｒ132-1条，Ｒ
132-2条である。
(10）1978年法制定過程については拙稿・前掲注（１）３号，1978年法以降については拙稿・前掲注
（１）４号で詳細に論じたので参照いただければ幸いである。
(11）Directive93/13/CEEduconseildu5awill993col】cernantlesclausesabusivesdansIes
contratsconclusaveclesconsommateurs（JOCE,Ｌ９５ｄｕ２１ａｖｒｉｌｌ９９３,ｐ29)。1993年ＥＣ指
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令については，拙稿・前掲注（１）５号956頁以下で鮮細に検肘している。
(12）Loino95F96dul画f6vrierl995concemantlesclausesabusivesetlapr6sentationdescon・
tlatsl995年法についても，拙稿・前掲注（１）５号961頁以下で鮮細に検肘している。
(13）３つのデクレというのは，Decretno78-464du24marsl978（』.。,】oisetdecTets,２０ｍａｒｓ
2009,ｐ､５０３０消費法典lBR132-1条，Ｒ132-2条)．D6cretnp7-298du27marsl997（』.。,lois
etd6cretsi20mars2009,ｐ5030)，D6cretno2005-1450du25nov､２００５Ｊ.Ｏ,loisetdecrets,２０ 
mars2009,ｐ､5030)。
(14）以上のように，本来リスト化によって期待される点については，Rochfeld,supranote6,ｐｐ、
732-733が簡潔にまとめている。
<15）nDPosi(iO〃ｄｂｄ`ｃ７ＰｌＰｍｍＭａＰＰｌｉｍｌｉＯ〃ｄｅｌｂ”に妃LJa2員１．籾ＣｍＥｄｅｍｍＤｚｓｏ加ｍａｌｉｍｅｌ
ｄＣｌｇｍｉ"α"t〃"ｅ/Ｉｓｌｅ“Ｃｌ“sesabl4sitノゼs,inRaPPo〃ｄｂｃｌｉｔﾉｉｔｄｄｅｌａｃｏｍ畑iSsimdEscmuusesqblz‐
siDesPm4rlmm“20,1,BOCCRF､３０mai2002､ｐｐ３６６ｅｔｓＡｎｎｅｘＶ､2001年のデクレ案につい
ても拙稿・前掲注（１）６号で詳細に鏡じている。
(16）Ｊ,０，Ａ.Ｎ,doC､2008,,.842． 
(17）Ｊ､０，Ａ.Ｎ,doc.,2008,,.842;J､0.,Ａ.Ｎ､,debat,l2juin2008,ｐ3375． 
(18）Ｊ､0..Ａ.Ｎ,,doc.,2008,,°842;J､0.,Ａ.Ｎ､,d6bat,２es6ancedul2juin2008,ｐｐ､3375,3379． 
(19）この部分は本稿のテーマとは直接関係するものではなく，また実際には却下されるが，仮に修
正されるとなると消費法典Ｌ132-1条５項は以下のようになる。
民法1156条から1161条，1163条および1164条に定められた解釈規範を損なうことなく，条項
の濫用性は，締結ないし履行をとりまく一切の事情，契約のそれ以外の条項を参照して評価される。
条項の濫用性はまた，ある二つの契約の履行または締結が法的に依存関係にある限り，他方の契約
に含まれる条項も考慮して評価される。
(20）Ｊ､０，Senat,debat,du4juilIet2008､ｐｐ､4104-4105． 
(21）Ｊ､０，S6nat,debat1du4juiIIet2008,ｐ､4105． 
(22）』.。,S6nat,d6bat,du4juilIet2008,ｐ4105．
(23）Ｊ､0.,SenaLdebat,du4juiuet2008､ｐｐ､4105-4106． 
(24）』.。,S6nat,doc.、`'476．
(25）RochfeId・ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６,ｐ733
(26）Bruschi,ｓｕｐｒａｎｏｔｅｑｐ.３９． 
(27）Delpech・ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６,ｐ,2220;RochfeId,supranote6,ｐ､733;Lagardasupranote6．
(28）Delpech,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６,ｐ2220;Rochfeld,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６,ｐ,733． 
(29）Sauphanor-BrouilIaud（Ｎ),Ｄ､2009.panoTama,ｐｐ､397-398． 
(30）DeIpech,supranote61p2220． 
(31）Avissurleprojetded6cretportantapplicationdeloarticIeL､132-1ducodedelaconsom 
mation､意見が出るに至るまでの経緯，および意見の全文は，RaPPo汀dbcliDi雄ｄｅＪｎｃｏｿmms‐
SjO"aeSclZzz4sBsqmsiIﾉCsPo”、""“200aBOCCRF5mars2009に掲戦されている。
(32）Rapportdactivit62008supranote3１に表が掲赦されている。
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(33）なお，2001年のデクレ案の訳や成立した2009年のデクレの訳，さらには後述する2008年の
ＥＵの指令案は，本稿付録の資料からもわかるようにそこで掲げられている条項の多くが消費法典
旧Ｌ132-1条別表や1993年のＥＣ指令等に掲げられていることから，主として，以下の邦語文献
を参考にして作成したものである。池田真朗，片山直也，北居功「フランス消費法典草案（消費法
改造委員会案)」法学研究60巻４号56頁（1987年)１平野裕之「フランス消費者法典草案-1990
年草案（資料)」法律論鍍65巻４．５号２１９頁（1993年)，新美育文「消費者契約における不公正
条項に関するＥＣ指令の概要と課題」ジュリ1034号78頁以下（1993年)。
(34）民法典1152条合意を履行しない当事者が損害賠償として一定の額を支払うべきことを合意
が定めている場合には，他方当事者に対して，その額より高い額または低い額を与えることはでき
ない。
しかしながら，合意された陪倣額が明らかに過大であるか，僅少である場合には，裁判官はその
額を，場合によっては職楢によって，減額または増額することができる。これに反するすべての条
項は書かれていないものとみなす。
（以下，フランス民法典の条文の邦語訳は，基本的に法務大臣官房司法法制調査部「フランス民
法典一物樋・債樅関係一」法務資料441号（1988年）によったものであり，改正によって文言が
変わっている部分については筆者の翻訳によるものである)。
(35）このような観点から分析を行うものとして，Sauphanor-Brouillaud,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ７ＬＣＰ.，
ｐｐ５ｅｔｓ.． 
(36）Ｃａｓｓｌ『cCh・civ､２９octobre2002；BulLciv・Ｌｎｏ２５４；』.Ｃ､Ｐ２００ａＬｌ２２,ｎ`'２５ｅｔｓ,obs、
SauphanorBrouillaud;RTDciv､2003.90,obs・MestreetFages・ホームセキュリティー用の遠隔
監視・探知装趨である「クライエント・パートナー」という装題の売買契約において，期間を一年
と定め（黙示の更新あり)，その期限前に解除する際は，残金に15％割り増しされた金額を支払う
旨定めた条項が，消費者を過度に契約に拘束するものであり，Ｌ132-1条，民法典1134条に照らし
て濫用的であるとされた。この判決については，拙稿・前掲注（１）５号1012頁を参照。
(37）消費法典Ｌ114-1条消費者に対する動産売買ないしは役務提供を目的とするすべての契約に
おいて，事業者は，その動産引渡あるいは役務提供が即時になされるものでなく，および，その合
意された価格が規則によって定められた価格を超える場合には，動産引渡あるいは役務提供の時期
を示さなくてはならない。
(38）民法典1174条債務はすべて，債務を負う者の側の随意条件のもとで締結されたときは，無
効である。
(39）民法典2061条特別な規定がない限り，仲裁条項は事業活動を理由として締結された契約に
おいて有効である。
(40）Notte,ｓｕｐｍｎｏｔｅ７,ｐ３． 
(41）Sauphanor-Brouillaud,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ７,』.Ｃ・Ｐ.,ｐ,６;INCHebdo,３０maTsau5avril2009,ｐ
ｌ． 
(42）ＩＮＣＨｅｂｄＱ３０ｍａＴｓａｕ５ａｖｒｉｌ２００９`ｐ､１． 
(43）このことは当然のこととされている．
(44）Sauphanor-BrouiIlaud，supranote7・ＬＣ・Ｐ.,ｐ､６．
(45）ＩＮＣＨｅｂｄｏ,３０marsau5avril2009,ｐ､1． 
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(46）Sauphanor-BrouiIIaud,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ７,LEDC,ｐ､１． 
(47）本文で述べたように，近年，契約法，消費者法をめぐるヨーロッパ法の動向はめまぐるしく，
本稿ですべてを扱うのは困難である。なお，邦語文献のうち，比較的餓近のものでヨーロッパ契約
法，消費者法の動向について包括的に検討したものとして．ハネス・ロェスラー（中田邦博択）
「ヨーロッパ私法および消費者法における弱者保護（１）（2.完）－基本柵造，限界，改革の方向性
一」民商法雑麓137巻２号125頁，137巻３号256頁（2007年)，川角由和＝中田邦博＝潮見佳男
＝松岡久和「ヨーロッパ私法の展開と課題」（日本評輪社，2008年）（とりわけ，西谷祐子「ヨー
ロッパ法統一の中でのヨーロッパ契約法原則の意壌と問題点」同密237頁以下（初出：民商i去雑隣
137巻４．５号（2008年）371頁以下)，馬場圭太「ＥＵ指令とフランス民法典一消費動産売買指令
の国内法化をめぐる動向」同111405頁以下（初出：甲南法学46巻３号（2005年）189頁以下を参
考にしたん
(48）ＬｉｗＦｌＡｍｓｗｌｎｒ世Ufsm〃“』面呵uiScDm耐zmawlm”＠ｍｍ腿陀企Ｐ７ＤにaiO〃descmzsommD-
tew応.ＣＯＭ（2006）７４４finaLJOUEｎ°Ｃ61,15mars2007,P.Ｌ既存の８つの指令を対象としてい
た（Directive85/577/CEEconcemantlescontratsn6gociesendehorsdes6tablissementscom、
merciaux（JＯＬ372,31.121985.ｐ３１）（訪問販売指令)，Directive90/314/CEE,１３juinl990
surlesvoyagesaforfait（｣ＯＬ158,2ａ6.1990,ｐ59）（パック旅行指令)，前掲1993年の濫用条
項に関するＥＣ指令，Directive9W47/CE,２６ocL1994surlajouissancedimmeubIeAtemps
partag6（JＯＬ280,29.101994.ｐ､８３）（タイムシェアリング指令)，Directive97/7/CEconcer‐
nantIescontratsAdistance（ＪＯＬｌ似.46.1997,pl9）（通信販売指令)，Directive98/6/CE,１６
随ｗ､1998,ｓｕｒｌ,indicationdesprixdesproduitsoffertsauxconsommateurs（JＯＬ80,18.3.
1998,ｐ､27）（消費者に提供される製品の価格の表示に関する指令)，DiTCctive98/27/CE,１９ｍai
l998surIesactionsencessation（JＯＬ166,11.6.1998,Ｐ５１）（差止訴舩に関する指令)，Direc・
ｔｉｖｅ９９/44/CEsurIaventeetlesgarantiesdesbiensdeconsommation（JＯＬ171,7.7.1999． 
pl2）（消費動産売買指令))。
同グリーンペーパーに関する文献として．Fauvarque､Cosson（Ｂ).Ｑ“ＩにＰ、陸地〃。②ＳＣＯ汁
ｓｏ加湿、螂怨pozJrdG机αi"?：
ＬａＣｂ加加iSsjD〃ewmPd泡？、ｃ雌si(eelcm2stIJ蛇,Ｄ､2007.chron､956;Raymond（Ｇ),ＬｅｌｉｗＰＤｃｒｒ
ｓｗｒ蛇ｄｍｉｔｍｍ腕""“、i花血ｋＪｍ"so、腕ｍｉｍ・Contratsconc,cons０，．２００７．６tudes5；Pai．
ｓant（Ｇ),Ｌαだ"iSim“Ｚｂｃ９Ｈｉｓｃｏｍｍｍｍ秘、i花ｅ〃ｍａｌｉｄﾌﾞＵｄｅ〃、己c'imdcscmsmmm必刈庵：
ＡＰｍＰｏｓｄＭＬｉｔｌね！）c〃“８だ！'龍r2D0ZJ.Ｃ・Ｐ.,2007.1152
(49）PropositiondedirectiveduParIementeuropGenetduConseilrdativeauxdroitsdescon‐ 
ｓｏｍｍａｔｅｕｒｓｄｕ８ｏｃｔ､2008,ＣＯＭ（2008）614/３final・同指令案の紹介，およびそのフランス法
さらには濫用条項規制との関係について鏡じたものとして．』.C､P.,edE.､200aacL465;Foucher
（P.）etHebert-Wimart（F､）etThiry･Duarte（Ｍ､-0.),ＬａＰｍＰｏｓ"iDPu“ｄ舵cti"ｅ“、P“""ｅ
ｓ”lesdmilSdescm2sDmmqlelH応,ＩＮＣＨｅｂｄｏ,no150212-18janvier2009,etude;Paisant（Ｇ)，
PmPosiljO〃ｄｅｄｉ７Ｐ℃ＺｉＤｅ７Ｕｌｍｉｐｅａ”ｄｍｉｆｓ“ｓｃｍＩｓｏ泡ｍＱｌｇ邸汚：Ａ､α"ｍｇＵＰｏ”lcsco"smPmdJ．
！“だ019ｍ肥wrPo”【ｅｓＰｍ/UssiomzelsZJ.Ｃ・Ｐ.,2009.1.118;Whittaker（S､),αm4sCsab8usitﾉｅｓ
ａｇｍｚｚ"tjCsdesco"so、沈皿“だflaPmPosjjio〃ｄｅａｉ泥αi”ねlα"Ｕｅα”ｄ７Ｄｉｔｓ“Ｓｍ潅｡坑加α‐
陀脚庵ｅｌｍＰｏγ１回ｐｄＣｌ,（ﾉｍｍＩｏ"iSqlio〃CD伽PldZc》,、2009.chron､1152;Castets･Renard（C､).“
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pmposiliD〃ｄｅ‘ｉ７ＰＵＺｉ陀惚JntねｅａＷえｄｍｉ庵。‘Ｓｍ"so》m7lczIctU7百ｃｔＩＤ“"stmaiO〃ａｍＴｄｍｊにﾛ．
、P“兀血scoPTlmlS,Ｄ､2009.chron・’158．
(50）前掲肋間販売指令，前掲1993年の濫用条項に関するＥＣ指令，前掲通僧販売指令，前掲消費
動産売買指令の４つである。
(51）統一化された４つの指令は廃止され，これら４つの指令については本指令案において対照表を
股けている（47条，別表Ｖ)。
(52）この点について触れるものとして，Sauphanor-BrouiIlaud,supranote7,』.Ｃ・Ｐ..ｐ､６．
(53）CastetsRenardsupranote49,など多くの論文でこの点が強調されている。
(54）言うまでもなく，リスト化以外にも，定義規定と信義誠実（bonnefoi）法理との関係，「交渉
を経た条項」を規制の対象とするか否かなど，濫用条項規制に関するものだけで62007年のグリ
ーンペーパー．指令案ともに多くの論点が存在する。しかし，これらの輪点については別の機会に
検討することとし．ここでは本稿のテーマに関連するリスト化の点のみとりあげることを了承いた
だきたい。
(55）消費法典[ＢＬＩ32-1条別表と同槻の適用除外が２項以下に設けられているが，この点は省略す
る。
(56）QuestionD2,ｉｎｓｕｐｒａｎｏｔｅｐｌ２． 
(57）Castets-Renard,supranote49,ｐｌｌ６Ｌ 
(58〉CastetsRenard､supranote49,ｐｌｌ６０などに詳細な記述がある。
(59）FoucheretHebert-WimartetThiry-Duarte,supranote49,ｐｌ４；SauphanorBrouiⅡaud， 
ｓｕｐｒａｎｏｔｅ７.』.Ｃ・Ｐ.,Ｐ７；ＩＮＣＨｅｂｄｏ,３０marsau5avriI2009,ｐ1.また，Paisant,supranote
49,ｎｏ２２のように，消費者保硬全体に付き，「高いレベルの保謹」という名目のもとになされた指
令案によって，むしろ保護を後退させる危険があることを指摘する騰文もある。
(60）Ｒｏｍｅ,supranote6,ｐ､2237;Ferrier,supranote6,ｎｏ20.;MaIau｢ie-VignaLsupranote6,dos、
sier,ｎ.12． 
(61）FerTier,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６,ｎ.２０ 
(62）Malaurie､Vignal・ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６,ｐ２９
(63）Lagarde,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６,ｎ．4． 
(64）Lagarde,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６,ｎ.4；Delpech,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ６ｐｐ､222レ2221．
(65）近年，フランスでは事業音間契約の濫用条項規制につき，一般法における濫用条項規制の可能
性を視野に入れた検討が頻繁になされている。これについては，拙稿・前掲注（１）７号で検討を
行った。しかし，そこでも十分に検討できたとは言えず，ましてや本稿で検肘するにはあまりにも
大きい課題であるため，別稿を執篭する予定である。
(66）SauphanorBrouiⅡaud,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ７Ｊ.Ｃ・Ｐ.,ｐ､６．なお，この「消費者」概稔の変遷につい
ては，拙稿・前掲注（１）５号，６号，７号で詳細に検討している。
(67）CaIais-Auloy,aqHsesa”ＳｉＵ蕗：比ＣＤ"cePl,ｉｎＳｕｐｒａｎｏｔｅ６,coIloque．
(68）この点は，拙稿・前掲注（１）３号以降の連載でも随所で指摘している。
(69）Rochfeld,supranote6,p734がこの点を論じている。
(70）Ｌ141-4条裁判官は消費法典の適用から生じる紛争につき．本法典（訳者注：消費法典）の
あらゆる規定を職栂で瞼点として提起することができる。
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この条文は，「消費者のサービスにおける競争発展のための2008年１月３日の法律」（Loi
no2008-3du3janvier2008pourIedGveloppementdelaconcurrenceauservicedesconsomma 
teurs）（』.。,Ioisetd6crets､４janM2008,ｐ､258）３４条によって新たに追加された条文であり，
これまで破段院やＥＵ裁判所において問題とされてきた裁判官の規制柵限に付き,明文で規制梅限
があることをはっきりさせた点で評価されている（裁判官の濫用条項規制樋限については，拙稿・
前掲注(1)で詳細に検肘した)。詳細は他日を期したいが.主な文献として,Poissonnier(Gh.),Ｑ/Ｂ
/海F“〃摩“ｄｍｊ２ｄＧｌｑｃｏ"ｓｍｍＷｊｏ":秘"eclq7i/】caljb〃biePl”mJe,Ｄ､2008.chron,1285;Fer、
ｒｉｅｒ（,.）ｅｔＦｅｒｒ６（、)。Ｌａ７直/ＤｊｗｚｅｄＥｓＰｍＩ勾醒SCO加湘"℃、1忽s：loi〃o20D8員３．皿ajn"ui〃
２UD8lContratsconc・consom､2008,ｅｔｕｄｅ２;Raymond（G､),ＬＢＳ碗odi/iCulio"s“d1noildelncm1‐
sDmmzzZimmppO池ｃｓｐａｒｋ】んino2UD8罠,“３ｍ"UiBT2DD8pom「んddDeJ0ppUmc"(企mcmTcw艀
池"“ｍｓｅｍｊｃｅｄＣｓｃＤ"so”ｍａｔ“瘤,』.Ｃ・Ｐ､2008.6..皿,１３８３（Contratsconc,cons0,.2008,
6tude3も同槻の内容である);RigaI（Ｅ),Leji4gFellescね脚sesa伽siues,insupranote6,coUo‐
ｑｕｅ 
(71）例として，Berger,supranote7．
(72）この「三圃綱造」による規制については，拙稿・前掲注（１）７号1414頁以下の「日本法への
示唆」の部分においても指摘している。
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